様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2022年　4月3日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃまいぷれじゃー
                   　　　　一般事業主の氏名又は名称 株式会社マイプレジャー
（ふりがな）かわうち　ゆういち
                              （法人の場合）代表者の氏名  河内　優一   印
住所　〒510-0064
　三重県四日市市新正4丁目7-21
法人番号　7190001017159　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社マイプレジャーコーポレートサイト


	公表日
	　2022年　1月　28日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	マイプレジャーコーポレートサイト
企業情報　「ＤＸ推進に関する取り組み」内のＤＸ経営方針にて公表
http://www.my-pleasure.co.jp/itbiz/company/dx/

	記載内容抜粋
	[bookmark: _Hlk94510958]市場認識
今、業種を問わず、新しいデジタル技術を活用したビジネスモデルを展開し、デジタル環境を進化させてきた企業が事業変革を成し遂げ、収益性、生産性を向上させて競争上の優位性を高めています。
激しくビジネス環境が変化しているので、企業は競争上の優位性を維持・強化するために、新しいデジタル技術の活用、デジタル環境の整備を進める必要があるが、ＳＥなどＩＴ人材が不足している中小企業にとっては、その対応の良否が企業としての存続にかかわってくるものと考えます。

当社の経営方針
マイプレジャーはＩＴ投資の継続と社内業務のデジタル化を徹底して、あらゆる業務の効率化・自動化を進め、社員の人時生産性を高めていきます。
加えて、デジタル環境を整備した弊社オフィスをお客様に公開することで、ＣＸ（顧客体験価値）を高め、競争上の優位性を確立します。
そうして蓄積した、デジタル化の実践ノウハウを積極的にお客様に提供することで、中小企業のＤＸ推進に貢献すると共に、働き方改革の進展・生産性の向上に貢献して参ります。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	代表取締役が策定し、取締役会の承認を得て決定されている。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社マイプレジャーコーポレートサイト


	公表日
	　2022年　1月　28日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	マイプレジャーコーポレートサイト
企業情報　「ＤＸ推進に関する取り組み」内のＤＸ推進戦略にて公表
http://www.my-pleasure.co.jp/itbiz/company/dx/

	記載内容抜粋
	ＤＸ推進戦略

新規事業開発
中小企業に対してのＤＸ啓蒙活動、ＤＸ導入支援、ＤＸコンサルティングを提供する。

既存事業の深化
ＢＩを活用した経営分析・財務分析・売上分析・営業分析を行い、成果を上げるデータドリブン経営を実現する。

ＩＴ技術活用環境の整備
新技術が導入できないレガシーシステムの廃止、ＢＰＯやＲＰＡを活用して、コア業務に人員を集中させ、人時生産性を高める。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	代表取締役が策定し、取締役会の承認を得て決定されている。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	マイプレジャーコーポレートサイト
企業情報「ＤＸ推進に関する取り組み」内のＤＸ推進体制にて公表
http://www.my-pleasure.co.jp/itbiz/company/dx/

	記載内容抜粋
	ＤＸ推進体制
当社のＤＸを推進するために、ビジョン『ＢＸ２５』を掲げ、支店・部門横断型の「マイプレＤＸプロジェクト」を設置し、社長の河内が総括責任者になりました。
また、ＩＴ人材育成のために関連資格の取得支援を継続し、ＤＸ先進企業への訪問ベンチマークを実施して、ＤＸ推進に取り組んで参ります。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	マイプレジャーコーポレートサイト
企業情報「ＤＸ推進に関する取り組み」内のＤＸ推進の施策『マイプレＤＸプロジェクト』にて公表
http://www.my-pleasure.co.jp/itbiz/company/dx/

	記載内容抜粋
	『マイプレＤＸプロジェクト』マイプレＤＸプロジェクトのメンバーには、各拠点のデジタル人材を配置し、現行レガシーシステムの廃止、SaaSへの移行を進める。社員のＩＴリテラシー向上を目的とした社内教育と関連資格の取得勉強会はプロジェクトメンバーが担っている。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社マイプレジャーコーポレートサイト


	公表日
	　2022年　1月　28日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	マイプレジャーコーポレートサイト
企業情報　「ＤＸ推進に関する取り組み」内のＤＸ推進の施策『マイプレＤＸプロジェクト』にて公表
http://www.my-pleasure.co.jp/itbiz/company/dx/

	記載内容抜粋
	『マイプレＤＸプロジェクト』の達成状況を計る指標】
達成状況の指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《新規事業開発》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＤＸ導入支援、コンサルティング事業の売上金額を指標とする。　　
第26期目標　１０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《既存事業の深化》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既存事業の売上金額を指標とする。
[bookmark: _Hlk93506326]第26期目標　前期比１１５%　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《デジタル技術活用環境の整備》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　残業時間、人時生産性を指標とする。
第26期目標　平均残業３０時間
人時生産性８０００円／時
　　



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2022年　1月　28日


	発信方法
	マイプレジャーコーポレートサイト
企業情報　「ＤＸ推進に関する取り組み」内の代表取締役メッセージにて公表
http://www.my-pleasure.co.jp/itbiz/company/dx/

	発信内容
	代表取締役メッセージ】
今、企業を取り巻くビジネス環境は急速に変化をしています。そして新しいデジタル技術を活用したビジネスモデルを展開し、デジタル環境を進化させてきた企業は収益性、生産性を改善して、競争上の優位性を高めています。

[bookmark: _Hlk94520111]弊社マイプレジャーは、ビジョン『ＢＸ２５』を掲げ、ＢＸ（事業変革）を推進するために、ＩＴ投資を積極的に継続しながらＩＴ人材の育成を強化し、デジタル環境を整備・進化させていきます。また、あらゆる業務でＤＸを推進し、自動化・効率化を図ることで人時生産性を高めていきます。

そうして弊社が蓄積したデジタル環境の整備に関するノウハウをお客様に提供することで、ＤＸ推進が遅れている中小企業に貢献すると共に、働き方改革の進展・生産性の向上に貢献して参ります。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2021年　12月頃　～　2022年　1月頃


	実施内容
	「ＤＸ推進指標自己診断フォーマット」による自己分析を行い自己診断結果を出している。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2021年　10月頃　～　2022年　3月現在

	実施内容
	サイバーセキュリティ及びセキュリティ全般において、主に社内システムの安全確保と不正利用の防止・監視を目的とし、システム的・組織的に施策を適用しております。
なお、当施策はセキュリティに関連する役割に対して、責任及び権限を割り当て、「情報セキュリティ規定」に則り実行しております。
また、セキュリティアクション2つ星を宣言しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

